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第１章 日本看護協会事業継続計画(BCP)の基本的な考え方  
 

 

１-１-１ 事業継続計画の目的 

 

公益社団法人日本看護協会は、看護職の資格を持つ個人が自主的に加入し運営する、日本最大の看

護職能団体である。47都道府県看護協会と連携して活動する全国組織で、個人の力だけでは解決でき

ない看護を取り巻く課題を、組織の力で解決し、看護を発展させ、社会に貢献している。看護の質の

向上、看護職が働き続けられる環境づくり、看護領域の開発・展開の３つの使命に基づく事業領域に

おいて、政策形成、自主規制、支援事業、開発・経営、広報、社会貢献の６つの実現手法を用いて、

人々の健康な生活の実現を図ることを基本戦略としており、いのち、暮らし、尊厳をまもり支える看

護であるために、大規模地震等が発生した場合においてもその機能を維持し、災害支援活動など社会

から必要とされる事業を適切に実施、継続することが求められる。 

 

 
 

 

１-１ 基本方針  
１-１ 基本方針 

図１：基本戦略―3つの使命と6つの実現手法 
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１-１-２ 本事業継続計画の位置づけ 

 

防災マニュアルは平時から発災直後の初動対応(平時の備え・訓練、本会役職員・来館者・施設利

用者等の生命、身体及び財産を守る)をとりまとめたものであり、 事業継続計画（以下、「ＢＣ

Ｐ」という)は発災後約3日目以降の業務復旧及び事業継続(優先業務の明確化、各業務の復旧目安と

なる行動計画、すみやかな業務の復旧による事業継続)をとりまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

１-１-３ 本BCPのねらい(役割・意義) 

 

 本会ＢＣＰを策定し実行することによって、執行体制や対応手順が明確になり、発災後の混乱

した状況下でも本会が機能不全になることを避け、早期に優先業務を開始させる。またその他の

業務の復旧や事業の継続がすみやかに可能となることで、業務レベルの維持・向上が図られると

いった効果を得ることができる。 

 

 

平常時 発災時 事業継続

 役職員や 

建物設備を守る 

防災マニュアル 

危機管理基本規程 
事業継続に向けた 

対応の指標 

事業継続計画(BCP) 

人命 

 ●緊急連絡網 

 ●役職員等の安全確保            

 ●安否確認 

施設 
●耐震補強     

●備蓄 

機能 ●危機対策本部の設置            

人員 ●必要な人員体制の確保            

施設 ● 二次災害の防止       

復旧 
● ライフラインの復旧     

●システム機器の復旧       

使命 ●非常時優先業務                  

図２：事業継続計画の位置づけ 
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１-１-４ 危機対策本部の組織体制 

 

⚫ 危機対策本部の組織体制は次の通りとする。 

⚫ 危機対策本部は、本部長（会長）、副本部長（専務理事、災害担当理事）、参与、総務局長、

事業局長、看護研修学校長、神戸研修センター長及び本部長が指名する関係役職員により構

成する。 

⚫ 対策本部の事務局は、総務部及び本部長が指名する部署に置く（図１）。 

⚫ 本部長に事故があるときは、副本部長がその職務を代行し、また本部長及び副本部長が不在

の場合は、常任理事のなかから理事会があらかじめ決定した職務代行の順序に従い代行す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長 

（会長） 

  

副本部長 

（専務理事、災害担当理事） 

  

危機対策本部メンバー 

（参与、総務局長、事業局長、看護研修学

校長、神戸研修センター長、 

及び本部長が指名する関係役職員） 

  

事務局 

（総務部、本部長が指名する部署） 

図３：事業継続計画の実践に伴う効果のイメージ 

（出典：内閣府「中央省庁ガイドライン」） 

図４：危機対策本部の構成 
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１-１-５ 本BCPの基本方針 

 

本会は、自らが被災する大規模地震発生時等においても、人々の健康な生活の実現に寄与する

ために本会活動を維持することが重要な務めである。その機能を継続するため、下記の4つの基本

方針に基づき策定したBCPに則り、事業の早期復旧・再開に取り組む。 

⚫ 発災直後に引き続き、役職員等の安全確保を図る。 

➢ 役職員は、二次災害防止と被害軽減のために必要・適切な措置を行いながら、危機対策本

部からの指示を待つ。 

➢ 役職員は帰宅ルートの安全が確認されるまで各事業所にて待機し、帰宅可能な状況になっ

た場合は分散帰宅を原則とする。 

➢ 危機担当部署は、危機対策本部を速やか（発災1時間以内）に設置し、安否確認と情報収

集に努め、役職員等に対し必要な指示を出す。 

⚫ 人員が不足する際は、非常時優先業務の遂行に当たり部門間の調整を行う。 

➢ 体制非常時優先業務を迅速かつ確実に遂行するためには、その業務に従事する職員の安

否や参集可否、参集に要する時間などの情報をいち早く把握する。 

➢ どのような状況下においても、確実に実施できる体制を構築する。 

 

⚫ 速やかに復旧可能な体制を整備し、二次災害が発生することのないよう努める。 

➢ 復旧可能な設備の対応と危険箇所の立入制限等を行う。 

⚫ 本会の被災状況、活動開始の目途、連絡手段等を関係者に報告する。 

➢ 各事業所において実施した施設・設備の点検結果を踏まえ、非常時優先業務の実施の可

否や時期、条件等について危機対策本部に報告する。 

➢ 非常時優先業務の実施に必要な物資の確保と執務環境の整備を実施する。 

⚫  ライフラインの利用可能状況等を確認する。 

➢ 各事業所の所在地域におけるライフラインの状態、復旧見込み等を確認し、危機対策

本部へ報告する。 

建物設備等の確認事項については、「発災直後の被害状況チェックシート」（様式

５）を用いる。 

➢ 各事業所内の電力・水道・空調・エレベーター等の応急復旧に努めた後、可及的速や

かに正常な状態に戻すための対策を実施する。 

⚫ 被災後の安全を確認し、立入が危険でなくなったことを確認した後に、情報システム機

器の状況を確認する。 

➢ 各事業所の情報インフラ基盤について被害状況を取りまとめ、「発災直後の情報イン

フラ基盤被害状況報告シート」（様式６）を用いて危機対策本部へ報告する。 

 

役職員等の安全確保を図る 

１-１ 基本方針 

施設内における二次災害の発生を防止する 

  
１-１ 基本方針 

すみやかな本会機能の確保・早期復旧を図る 



 

 

 

 

5 

 

⚫ 着手すべき非常時優先業務を時系列で選定しておき、その計画に則り活動を開始してい

く。 

➢ 特に重要な業務を非常時優先業務として選定し、限られた人的・物的資源を集中的に

投入する。 

⚫ 災害支援ナースの派遣など、被災者支援に直結する活動を開始する。 

➢ 厚生労働省から発出された「災害支援ナース活動要領」及び本会と都道府県看護協会

の「災害支援ナースの派遣に関する協定書」に基づく活動を開始する。 

➢ 災害支援ナース派遣業務を実施するために必要となる間接的な業務を開始する。 

 

第２章 非常時優先業務と行動計画（タイムライン）  
 

 

大規模地震等の災害が発生し、人的・物的資源等の制約を伴う状況下でも、業務継続を図る

ために必要となる、優先的に実施する業務を「非常時優先業務」という。 

本会の非常時優先業務を選定するにあたり、2-1-1非常時優先業務の選定基準、2-1-2本BCPに

おける被害想定、2-1-3本BCPにおける職員参集の目安を設定した。 

２-１-１ 非常時優先業務の選定基準 

 

⚫ ７日以内 出勤人数・割合に関わらず、必ずやらなければならない業務 

           ・本会の災害支援ナースの派遣調整業務および間接的な被災者支援業務 

      ・建物のインフラ整備や情報機器関係の点検および復旧 

          ・対外的な情報発信 

 

⚫ 2週間以内 平常時に実施している通常業務のうち、その業務を停止した場合に 

           本会や関係機関に不利益を及ぼすおそれのある優先度の高い業務 

 

⚫ 1ヶ月以内 その他の優先度の高い業務 

      毎月実施している定期的な通常業務のうち優先度の高い業務 

 

※発災時期によって期日が迫る業務に関しては、危機対策本部で判断する事とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-１ 非常時優先業務の選定 
 

人々の生命や暮らしをまもるために活動を開始する 

 
１-１ 基本方針 
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２-１-２ 本BCPにおける被害想定 
 

本会が甚大な被害を受ける全災害を対象とするが、主な想定被害が全て発生する可能性が高い大規

模地震(震度6強以上目安)発生を最大被害と想定する。本計画における発生時刻及び自然条件は、職

員の確保がより困難と想定され、被害が大きくなる【休日の冬・夕１８時】とする。 

 

表１：被害想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ①施設 ②電力 ③通信 ④上下水道 ⑤鉄道 

原 

宿 

館内は使用できる

が、エレベーター

は 3 日間使用でき

ない。 

非常用発電設備に

より 3 日間は館内

基幹設備、ｻｰﾊﾞｰ

室、各階非常用ｺﾝｾ

ﾝﾄ、冷暖房（一

部）が利用可。 

災害時優先電話は

利用可。非常用電

源により電話、

Fax、PHS、ｲﾝﾀｰﾈｯ

ﾄ、ｻｰﾊﾞｰ機器は利

用可。 

非常用電源により

給水設備は稼働。

受水槽の水で３日

間は対応可。４日

目以降１ヶ月は備

蓄飲料水を使用 

下水道は 1 ヶ月使

用不可とし、防災

用トイレ袋等を使

用 

3 日間は全線運

行停止。 

1 週間後は新幹

線全線運行再

開  

清 

瀬 

倒壊は免れるが、

再使用するには専

門家による点検を

経て、４日目以降

に使用可能 

館内で電気設備の

使用は３日間不

可。 

災害時優先電話は

利用可。アナログ

固定電話は利用

可。その他の通信

は３日間使用不

可。 

給水設備は稼働し

ないため受水槽か

ら直接取水するか

備蓄飲料水を使用 

下水道は 1 ヶ月使

用不可とし、防災

用トイレ袋等を使

用 

3 日間は全線運

行停止  

神 

戸 

館内は使用できる

が、ビルオーナー

の指示に従う必要

がり、４日目以降

に使用可能 

館内で電気設備の

使用は３日間不

可。 

災害時優先電話は

利用可。アナログ

固定電話は利用

可。その他の通信

は３日間使用不

可。 

備蓄飲料水を使用 

下水道は 1 ヶ月使

用不可とし、防災

用トイレ袋等を使

用 

３日間は全線

運行停止 

1 週間後は新幹

線全線運行再

開  
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２-１-３ 本BCPにおける職員参集 

 

⚫ 参集の原則 

危機対策本部に属する役職員のうち参集の指示を受けた者は、自身と家族、家屋の安全を確保した

上で交通ルートの危険個所を避け参集する。この際、夜間や悪天候時、余震頻発時には安全確保を優

先し無理な移動は行わない。ただし、危機対策本部より特段の指示があれば、それに従う。 

 

表２：職員参集率の目安 

時間区分 職員参集率の目安 
３日 25％ 
７日 50％ 
２週間 70％ 
１ヶ月 90％ 
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≪非常時優先業務の選定基準≫ 

⚫ ７日以内 出勤人数・割合に関わらず、必ずやらなければならない業務 

➢ 本会の災害支援ナースの派遣調整業務および間接的な被災者支援業務 

➢ 建物のインフラ整備や情報機器関係の点検および復旧 

➢ 対外的な情報発信 

 

 

 

  

２-２ 行動計画(タイムライン)  

A:発災に伴う応急復旧及び7日以内の非常時優先業務 

表３： A:発災に伴う応急復旧及び7日以内の非常時優先業務 
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≪非常時優先業務の選定基準≫ 

⚫ 2週間以内 平常時に実施している通常業務のうち、その業務を停止した場合に 

           本会や関係機関に不利益を及ぼすおそれのある優先度の高い業務 

⚫ 1ヶ月以内 その他の優先度の高い業務 

      毎月実施している定期的な通常業務のうち優先度の高い業務 

※発災時期によって期日が迫る業務に関しては、危機対策本部で判断する事とする。 

 

表４：通常業務から選定された非常時優先業務 

 

２-３ 行動計画(タイムライン) 

B：通常業務から選定された非常時優先業務 
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第３章 本BCPの運用体制の確立、定着活動 
 

 

 

⚫ 訓練 

➢ 役職員参集訓練 

発災を想定した参集訓練を実施し、本会で定める連絡手段により安否確認を行うととも

に、参集指示・参集状況を災害対策本部へ報告する訓練を実施する。  

➢ 非常時優先業務習熟訓練 

発災当初の初動対応については、防災マニュアル第２章『発災時の対応』をもとに行動を

起こす必要があり、そこから徐々に本BCPの非常時優先業務に移行する仕組みを構築してい

る。参集の指示を受けた者は、防災マニュアル・本BCPの行動計画を、参集した順に対応す

ることとなっているため、危機対策本部の立ち上げ、災害支援ナースの活動支援、情報収

集、及び各機関等への伝達などの対応を習熟する訓練を実施する。 

⚫ e-ラーニング 

e-ラーニングの研修では、本計画の内容の確認やPDCAサイクルで見直された修正・改善内容

の周知を行う。 

⚫ 研修会の実施 

本会一丸となった災害対応を可能にするためには、職員一人ひとりが災害時に取るべき対応

を具体的にイメージし、当事者意識を持つことが重要である。そのため、発災時における職

員の態勢、非常時優先業務と行動計画（タイムライン）、災害対応業務の事例等を繰り返し

周知し浸透させていく必要がる。また、防災に関する有識者等による研修会の開催により、

防災に関する最新知見を習得できる機会を設けることも有効である。 

 

 
 

⚫ 非常時優先業務を効果的に遂行するためには、訓練や研修を繰り返し実施していくことが重要

であり、また、各拠点・各局等をまたいだ全会的な認識の共有を図り、本会一丸となった災害

対応を行う意識を醸成することが必要となる。 

 

Plan(本BCPを策定・改訂) 

事業継続のための、基本方針の決定、維持、更 

新を行うため、平常時から危機管理連絡会議を 

定期的に開催し、検討する。 

Do(BCPに基づいた訓練の実施) 

本計画・防災マニュアルをもとに、現実に即 

した実践的な訓練計画を作成し、事前対策の 

実施、訓練・研修内容の継続的な見直し・改 

善を推進する。 

Check(訓練結果から検証) 

見直しの検討や見出された弱点の解消方策等 

について危機管理連絡会議で協議・調整する。 

Action(見直し内容を訓練・研修で周知) 

減災に向けた対策に関し、修正・改善内容の 

周知徹底を図り、今後の新たな取り組みへと 

結びつける。                        図５：PDCA 

３-１ 訓練・研修 
３-１ 点検および訓練の実施 

 

 

３-２ BCP構築と策定・改訂サイクル 

 

BCP構築と策定サイクル 

BCP構築と策定サイクル 

BCP構築と策定サイクル 

BCP構築と策定サイクル 

 
 

 



 

 

 

 

15 

 

 
 

⚫ 危機管理基本規程 

⚫ 防災マニュアル（第2版） 

⚫ 本会３事業所の消防計画(概要版) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制定・改訂履歴 

・2024年12月 制定 

３-３ 本BCPに関連する資料およびマニュアル類一覧(非公開) 

   
３-４ BCPに関連する資料およびマニュアル類一覧 (非公開) 

 

 


